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項 目 要   約 

１．研究の概要 

 

従来の原子炉構造設計は、設計基準事象に対する破損発生防

止を目的としてきた。これに対して本研究では、受託者らが開

発してきた機器単体の破壊制御技術をプラントシステムに拡張

することにより、設計基準を超える事象（過酷事故時の超高温

や過大地震）によって破損が生じた場合に、その拡大を抑制す

る技術を開発し、原子炉構造のレジリエンス向上に資する。 

破損発生防止を目的とした従来の構造強度技術の対象は、単

一機器の破損発生までであった。ここでは破損発生後の挙動を

対象として、計算科学技術と模擬材料試験技術を駆使して、安

全性への影響の小さい破損モードを先行させることによって周

囲の機器の荷重やエネルギーを低減させ、安全性へ影響の大き

い破損モードへの拡大を抑制する、革新的な構造強度技術を開

発する。また、社会実装を促すため、開発技術を次世代原子炉構

造へ試適用し、破損拡大抑制の有効性を示す。最終的に成果を

知識統合することにより、原子炉の事故時の安全性能の低下を

抑制し回復を容易にし、レジリエンスを向上させるためのガイ

ドラインを作成することを目的として、以下の研究開発を行う。 

１）超高温時の破損拡大抑制技術 

２）過大地震に対する破損拡大抑制技術 

３）原子炉構造レジリエンス向上策 

２．総合評価 
Ｓ 

・新しい発想による原子炉の受動安全構造は、これまでの概念と

は異なる革新的な内容となっており、広い視野から高速炉の安

全の在り方にチャレンジしたことは評価ができる。 

・一方で、成果を設計基準に取り入れるためには安全規制上の認

可を得る必要があり、直ちに本概念を設計基準に反映すること

は難しいと理解するが、炉の安全確保の在り方を大きく変える

取組として、設計想定を超える事象などへの適用も想定して実

用への道筋を開拓して欲しい。 

 

 

 



Ｓ）極めて優れた成果があげられている 

Ａ）優れた成果があげられている 

Ｂ）一部を除き、相応の成果があげられている 

Ｃ）部分的な成果に留まっている 

Ｄ）成果がほとんどあげられていない 

 


